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研究要旨 国内のリハビリテーション施設を対象としたアンケート調査を通じ、

日本における小児患者の筋電義手リハビリテーションにおける課題として、筋電

義手を含む小児義手診療が限られた数と地域の医療施設で行われていること、訓

練用義手の多くは医療機関自体が備えていること、筋電義手に関係するリハビリ

テーション診療の教育が標準化されていないこと、が明らかになった。また、適

切な筋電義手リハビリテーションのプロトコールや、補装具費支給制度における

筋電義手支給に必要な到達点として、現在までに小児筋電義手の診療経験が多い

施設のプロトコールが参考になると考えられ、明確な目的をもって筋電義手訓練

を受けた児が、訓練期間や 1日当たりの装着時間にはかかわらず、成長発達に応

じて社会生活場面において義手を活用できる、という到達点を設定しうると考え

た。 

 

研究分担者氏名・所属機関名及び所属研究

機関における職名 

１）飛松好子・国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター・総長 

２）陳 隆明・兵庫県立福祉のまちづくり

研究所・所長 

３）小崎慶介・心身障害児総合医療療育セ

ンター整肢療護園 

・園長 

 

Ａ． 研究目的 

 上肢の先天性形成不全・後天性切断患者

の日常生活活動向上のため、義手使用を目

指したリハビリテーションが行われる。高

い機能を持つ筋電義手は、労働災害による

成人切断患者を中心に支給機会が増え、そ

れに向けたリハビリテーションも整備され

ているが、小児患者はリハビリテーション

や支給の経験が少ない。 

 カナダやスウェーデンでは小児の筋電義

手支給システムが整備され、７～８割以上

の小児が筋電義手のリハビリテーションと

支給を受けている。日本で筋電義手の適応

となる小児患者数は不明であるが、研究者

らの疫学調査では、義手適応の可能性があ

る年間新規患者出生数を63.4人と推計して

いる。 
 小児患者が筋電義手を有効活用するため

にはリハビリテーションが必要であるが、

①障害者総合支援法に基づく補装具費支給

制度における筋電義手支給に至る前に保険

医療として行われるリハビリテーションに

ついて、年齢などの患者特性に応じた適切

なプロトコールが確立されていない、②保

険医療として行われるリハビリテーション

の際に使用する筋電義手を医療保険で入手

することが困難で、医療機関等の負担にな

っている、③補装具費支給制度における筋

電義手の支給決定の判断基準がはっきりし



ていない、という課題があると指摘がある。

①について研究者らは、小児患者の運動ス

キルを評価し、筋電義手導入に向けた作業

療法の経験を重ねてきたが、標準化には至

っていない。また②について陳は小児筋電

義手バンクを設立し、支給に至る前のリハ

ビリテーションに用いる筋電義手貸出し事

業を展開しているが、対象が一部の施設に

限られ、上記の課題をすべて解決するには

至っていない。③について、平成 30 年 4
月 1 日の改正障害者総合支援法の施行に伴

い、補装具費支給制度において借受けが導

入される。借受けは、成長に伴い短期間で

交換する場合等において行われることが想

定されている。対象となる種目には筋電義

手のパーツも含まれており、小児筋電義手

購入費の支給において借受けの活用も期待

されている。一方、支給決定の判断基準に

ついては、上記のとおり明確でないことか

ら、支給決定の現場では判定に苦慮するこ

とが予想され、法施行までに混乱が生じな

いよう、対策を講じる必要がある。 

 本研究の目的は、①日本における小児患

者の筋電義手リハビリテーションにおける

課題を明らかにし、②適切な筋電義手リハ

ビリテーションのプロトコールや、補装具

費支給制度における筋電義手支給に必要な

到達点を明らかにすること、である。 
 

Ｂ．研究方法 

 本研究では大きく２つの研究を行った。 

一つ目は、公益社団法人日本リハビリテ

ーション医学会が認定する研修施設を対象

としたアンケート調査である。調査は施設

における診療状況や考え方を尋ねる調査

（以下、施設調査）と、診療している個別

の患者情報に関する調査（以下、患者個別

調査）から構成される。前者として、小児

患者の義手の診療状況（過去 3年間）、方針、

プロトコール、補装具申請状況、教育・研

修体制などを、また後者として、初診時年

齢、義手製作時年齢、現在年齢、居住地、

受診理由、切断の高位、製作した義手の種

類、自助具・その他の製作時期、訓練期間、

筋電義手の製作（訓練を含む）状況、を調

査した。 

二つ目は、海外の専門施設からの情報収

集である。小児筋電義手に関して先進的な

取り組みをしている、カナダの Holland 

Bloorview Kids Rehabilitation Hospital

と University of New Brunswick を訪問し

た。 

（倫理面での配慮） 

アンケート調査は、東京大学大学院医学

系研究科・医学部倫理委員会 疫学・観察

等研究倫理委員会の審査を受け、承認を得

て行った。またアンケート対象施設につい

ては、日本リハビリテーション医学会の承

認を得た。また海外施設の訪問に際しては、

各施設の規定に従い、患者・家族の写真撮

影を控えるなどの配慮をした。 

 

Ｃ．研究結果 

【アンケート調査】 

アンケート調査の対象は 652 施設であり、

250施設（38.3％）から回答を得た。 

過去 3 年間に義手に関係する診療を行っ

た小児患者がある施設は 16 施設で、のべ

患者数は 194 名であった。このうち個別患

者調査票の返送があった 14施設 164名の患

者情報から、118 名が筋電義手の製作・訓

練を受け、46名は特例補装具として筋電義



手の支給を受けていることが分かった。ま

たほとんどの患者の欠損部位が前腕・手根

部・手部であることも明らかになった。訓

練中の筋電義手に関しては、7 割弱が兵庫

県小児筋電義手バンクにより貸与され、ま

た残りの 3 割弱が各施設において備品とし

て筋電義手を購入していた。 

片側の前腕欠損・切断の小児患者に対す

る義手について、処方が必要と判断する施

設は 250 施設中 171 施設（68.4%）であり、

必要がないと判断する意見はなかった。筋

電義手のリハビリテーションプロトコール

や、特例補装具申請を行う条件については

施設により考えが異なっていたが、多くの

患者を扱い、特例補装具申請・許可の経験

も多い施設では概ね類似した方針を示して

いた。 

【海外専門施設訪問】 

平成 30年 1月 28日から 31日までの３日

間で、2施設を訪問した。 

カ ナ ダ の ト ロ ン ト に あ る Holland 

Bloorview Kids Rehabilitation Hospital

では、義肢士（Sandra Ramdial）と作業療

法士（Lisa Artero）が、上肢切断の臨床に

従事しており、3 名の先天性上肢形成不全

児の診療を見学し、作業療法の流れ、義手

制作のポイント等を学ぶことができた。ま

た 義 手 の 上 肢 機 能 評 価 指 標 （ The 

Prosthetic Upper Extremity Functional 

Index：PUFI）に関する講義を受け、議論を

行った。研究部門の見学もした。 

ニ ュ ー ・ ブ ラ ン ズ ウ ィ ッ ク 州 の

University of New Brunswick 内にある

Atlantic Clinic for Upper Limb 

Amputationでは、作業療法士より施設概要

と小児筋電義手のプロトコールに関して詳

細な講義が行われ、また施設内を見学した。 

２つの施設の訪問を通じ、カナダにおけ

る小児義手のファンド、診療に関わるスタ

ッフとリハビリテーションの流れ、義手部

品の考え方などの情報を収集できた。 

 

Ｄ．考察 

国内のリハビリテーション施設を対象と

したアンケート調査の結果から、本研究の

目的である、①日本における小児患者の筋

電義手リハビリテーションにおける課題を

明らかにすること、②適切な筋電義手リハ

ビリテーションのプロトコールや、補装具

費支給制度における筋電義手支給に必要な

到達点を明らかにすること、について考察

を加える。 

① 日本における小児患者の筋電義手リハ

ビリテーションにおける課題 

 筋電義手を含む小児義手診療は、限られ

た数と地域の医療施設で行われており、地

域によっては患者のアクセスに問題を生じ

ている可能性がある。これは実際に筋電義

手のリハビリテーション診療を行っている

施設の多くで外来診療として義手の製作・

調整や作業療法等が行われ、外来に通える

ことが義手診療の条件となっていることも

関係している。 

 また、訓練用義手は、兵庫県の小児筋電

義手バンクを利用している 2 施設を除くと、

医療機関自体が病院の経費、研究費、筋電

義手メーカーや義肢製作所からの借用など

で備えていた。訓練用義手は、外来でのリ

ハビリテーション診療の中でのみならず、

自宅等の社会生活の場において使用するこ

とにより訓練効果が上がると考えられるこ

と、また患者の罹患側上肢、特に断端の状



態に応じてソケット等と組み合わせて用い

るものであるので、訓練の対象となる児の

罹患側１つに対して 1 つの義手を用意する

必要がある。従って医療機関自体がそれを

備えておくことには限界があり、この状況

が筋電義手診療を行う施設が限られる要因

となっている可能性がある。 

 筋電義手に関係するリハビリテーション

診療の教育に関しては、多くの施設が国内

の経験症例数の豊富な他施設への見学やこ

れら施設からの講師の招聘で開催する研修

会やセミナー、と回答していた。また施設

内においては上級スタッフからの指導や合

同カンファ開催が挙げられていた。しかし

施設内では症例が少ないことから組織的な

教育を実施することが難しいとの意見もあ

り、小児筋電義手に関する教育をより一般

化し、適切なリハビリテーション診療を行

うことのできる専門職を養成するには、標

準化された内容の研修会を開催するなどの

対策が必要と考えられた。 

② 適切な筋電義手リハビリテーションの

プロトコールや、補装具費支給制度にお

ける筋電義手支給に必要な到達点 

筋電義手の特例補装具申請・許可の経験

は 6 施設で 119 名中 46 名にのぼっていた。

これは、まだ訓練期間が短い患者が一定数

いることを考えると、これらの施設では適

切な訓練が行われ、行政による許可につな

がっていると考えられる。特例補装具とし

て申請する条件について、多くの施設が訓

練期間を明確に取り決めず、子ども自身の

筋電義手の操作性と習熟度について言及し

ており、自宅だけでなく小学校・幼稚園・

保育園といった社会生活場面での使用が可

能かどうか、義手の装着目的が明確かどう

か、子どもの成長発達にあった使用ができ

ているかなどの回答であった。すなわち明

確な目的をもって筋電義手訓練を受けた児

が、訓練期間や 1 日当たりの装着時間には

かかわらず、成長発達に応じて社会生活場

面において義手を活用できる、というとこ

ろが到達点として設定しうると考えた。 

筋電義手の適応となる形成不全・切断の

高位等については、片側の前腕以遠では筋

電に限らず義手が必要と多くの施設が考え

ており、患者数が多いこともあるが実際に

義手訓練の対象は前腕以遠がほとんどであ

った。但し切断レベルに関わらず義手の対

象と考えるとの施設も一定数あり、この点

は今後の検討課題である。また片側の前腕

レベルの形成不全・切断に対するリハビリ

テーションのプロトコールは、特例補装具

申請・許可の経験のある 6 施設では概ね共

通の考え方が示されていた。 

今回のアンケート調査では、個別患者調

査票の中で、先天性の形成不全か後天性切

断であるかの記載を求めなかった。成人の

上肢切断の多くの原因が業務上の事故であ

ることを考えると、小児では後天性切断の

頻度が少ないことが想像される。しかし上

肢の悪性腫瘍、熱傷、電撃性紫斑病などに

よる小児の上肢切断患者は少ないながらも

存在していることに留意する必要がある。

先天性の形成不全では、初診後に評価を経

て、適応があると判断すれば義肢の製作を

含むリハビリテーション治療が行われる。

一定期間の治療により操作性・習熟度が一

定のレベルに達すれば補装具費の支給の申

請に至る。この間の訓練に用いる筋電義手

は、療養費としても補装具費としても対応

されていない。一方後天性の切断では、訓



練用義手は本来リハビリテーション治療の

一環として療養費の支給対象となる。しか

しどこまでを「治療中」と考えるのかの判

断は難しく、切断後に断端が安定するまで

とも考えられるが、義手を用いたリハビリ

テーション治療により機能の向上が得られ

ている間は「治療中」と考えることもでき、

今後検討が必要である。 

海外施設の訪問を通じ、カナダにおける

小児義手のファンド、診療に関わるスタッ

フとリハビリテーションの流れ、義手部品

の考え方などの情報を収集した。特にカナ

ダでは、医療保険の対象となる訓練用（治

療用）義手、福祉で支給される（生活用）

義手を区別するという概念がない、という

のが印象的であった。従ってカナダの小児

義手支給のシステムをそのまま日本に導入

することはできないが、リハビリテーショ

ンの流れなど日本のシステム構築に役立つ

経験をすることができた。 

今後は、適切な筋電義手リハビリテーシ

ョンのプロトコールや、補装具費支給制度

における筋電義手支給に必要な到達点を、

海外からの情報収集結果も参考にしてさら

に明確化することで、多くの小児患者に適

切なリハビリテーション診療が行われ、義

手を供給できるようにシステムを考えてい

きたい。 

 

Ｅ．結論 

国内のリハビリテーション施設を対象と

したアンケート調査を通じ、日本における

小児患者の筋電義手リハビリテーションに

おける課題として、筋電義手を含む小児義

手診療が限られた数と地域の医療施設で行

われていること、訓練用義手の多くは医療

機関自体が備えていること、筋電義手に関

係するリハビリテーション診療の教育が標

準化されていないこと、が明らかになった。

また、適切な筋電義手リハビリテーション

のプロトコールや、補装具費支給制度にお

ける筋電義手支給に必要な到達点として、

現在までに小児筋電義手の診療経験が多い

施設のプロトコールが参考になると考えら

れ、明確な目的をもって筋電義手訓練を受

けた児が、訓練期間や 1 日当たりの装着時

間にはかかわらず、成長発達に応じて社会

生活場面において義手を活用できる、とい

う到達点を設定しうると考えた。 
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2017.12.7-8, 東京 

5. 柴田八衣子: 兵庫県立総合リハビリ

テーションセンターでの 小児電動

（筋電）義手の実際～作業療法士の立

場から～. 第 28 回日本小児整形外科

学会学術集会, 2017.12.7-8, 東京 

6. 高見響: 海外視察報告. 厚生労働科

学特別研究事業報告会「小児筋電義手

適用のプロトコールに関する調査研

究」. 2018.3.25, 神戸 

7. 藤原清香: アンケート調査結果の概

要. 厚生労働科学特別研究事業報告

会「小児筋電義手適用のプロトコール

に関する調査研究」. 2018.3.25, 神

戸 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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